
第159回
新潟市都市計画審議会

令和7年5月27日

東区役所 建設課

議案第1号 新潟都市計画
新潟卸団地地区地区計画の決定（新潟市決定）
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議案第１号
関連資料







計画地の位置

新潟卸団地地区
地区計画

卸団地地区
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新潟卸団地地区の各種計画における位置づけ

◆新潟都市計画区域マスタープラン
⇒流通業務地として位置づけ

・流通業務施設を集積させることにより、
都市内交通の混雑緩和及び物流の
効率化を目的とした、広域的な物流
の拠点となる地区である。
流通業務機能の強化を図るとともに、
周辺の居住環境への影響に十分配慮
し配置する。

市街地の土地利用方針図
（新潟都市計画区域マスタープラン（新潟県）より）

新潟卸団地地区
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新潟卸団地地区の各種計画における位置づけ

◆新潟市都市計画マスタープラン

○地域産業が発展するまちづくり
山木戸榎地区、卸団地地区、木工団地
地区などの産業集積エリアでは、産業
の場としての特性を強化することにより、
産業やものづくりを発信する場、雇用の
場として守り、まちの持続的な発展に
つなげます。
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新潟卸団地地区の各種計画における位置づけ

卸団地地区は準工業地域に該当 7



新潟卸団地地区の特性

•昭和40年代より、卸売業を中心とした事業所、

倉庫などの産業集積地として造成された。

•新潟市東区の南に位置し、重要道路交通網、

鉄道交通網に接する交通利便性の高い場所

に立地。

•近年では一部地区内に商業施設の立地、

住宅の建築がなされた。

○歴史ある産業集積地として将来的な操業環境の維持に懸念
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地区計画の検討経緯

新潟卸団地地区地区計画の提案

○当初組合の中で地区計画を検討
⇒令和に入り組合だけでなく、地区全体で計画を考えるべく
まちづくり協議会を設立し検討

年 月 内 容

平成28年4月 協同組合新潟卸センターとして新潟市に地区計画の制定を陳情

平成28年5月 組合の総務委員会で打合せ会を開始

平成30年1月 新潟市と組合で地区計画検討会議を開催

令和元年9月 新潟卸センター理事会で地区計画制定案を承認議決

令和4年6月 新潟卸センターを中心に新潟卸団地地区まちづくり協議会を設立

令和5年7月 まちづくり協議会による、地権者に対する地区計画説明会を開催 地権者同意率約85%

令和5年10月 新潟市に卸団地地区、地区計画提案書を提出
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計画図

B地区

C地区

A地区

事業所・倉庫など事業所・倉庫・
就業者利便施設など

事業所・倉庫など
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住宅地や商業施設が
立地している



例 示 準工業地域 A地区・B地区 C地区 備 考

住宅、小規模の兼用住宅 ○ × ×

幼稚園、小・中・高等学校 ○ ▲ ▲ ▲幼稚園、こども園のみ可

保育所、診療所 ○ ① ①② ①保育所可 ②診療所可

老人ホーム、身体障がい者福祉ホーム等 ○ × ▲ ▲就労移行支援、就労継続支援等のみ可

病院、大学 ○ × ×

店舗、飲食店等 ○ ▲ ▲
▲200㎡以下の店舗、飲食店等、
500㎡以下の銀行支店は可

事務所等 ○ ○ ○

神社、寺院、教会 ○ × ×

ホテル、旅館 ○ × ×

ｶﾗｵｹﾎﾞｯｸｽ、劇場、映画館、ﾅｲﾄｸﾗﾌﾞ等 ○ × ×

単独車庫、建築物付属車庫 ○ ○ ○

倉庫業の倉庫 ○ ○ ○

危険性、環境悪化のおそれが非常に少ない工場 ○ ▲ ▲
▲2,000㎡以下かつ、原動機の出力2,000
キロワット以下

危険性、環境悪化のおそれが少ない工場 ○ ▲ ▲ ▲同上

危険性、環境悪化のおそれがやや多い工場 ○ ▲ ▲ ▲同上

新潟卸団地地区の地区計画（案）
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卸団地地区（就業地）

木戸地区（住宅地）

竹尾IC

石山地区（住宅地）

地区計画の効果

○地区内の良好な操業環境の維持

・居住者トラブルの回避
（事業所と居住地の分離）

・卸団地地区のブランドイメージ向上

○新潟卸団地地区の継続的な立地を担保

・居住地に近接した働きやすい職場
（ワークライフバランスの充実）

・「産業のまち東区」の活性化

東新潟駅
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